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入札説明書 

 

１ 入札執行者 

   公立大学法人 福井県立大学 理事長 林 雅則 

 

２ 入札に付する事項 

（１）業務の名称 

損害保険料（財産保険除く） 一式 

（２）業務内容 

別紙仕様書のとおり 

（３）契約期間 

   平成３１年４月１日午前０時から平成３２年３月３１日午後１２時まで 

 

３ 入札の方法 

   一般競争入札による。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  この入札に参加することができる者は、公立大学法人福井県立大学契約事務取扱細則（平成１ 

９年公立大学法人福井県立大学細則第１７号）（以下、「事務細則」という。）第４条に基づき定め 

る競争入札参加の資格を有する者で、次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でないこと。 

 （２）入札の日において現に福井県の指名停止措置を受けている者でないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立ておよび民事再生 

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者である 

こと。 

 （４）保険会社の世界的な基準として通常使用されているスタンダード＆プアーズ社（Ｓ＆Ｐ）

の格付けにおいて「Ａ－」以上（勝手格付けを含む。）を取得している者であること。他の格

付け会社の場合は、同等基準以上とする。なお、支店の場合は、本社が取得したもので差し

支えないものとする。 

（５）次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。 

   ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店も

しくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）である者 

   イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者 

   ウ 役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

   エ 役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するな

ど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者 

   オ 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

５  入札説明書等の交付 

 （１）入札説明書等の交付場所およびこの入札に関する問合せ先  

     〒９１０－１１９５  

     福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１  

     公立大学法人福井県立大学財務企画課（担当：前田）  



-                                  

     電話 ０７７６－６１－６０００ 

（２）入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、本学ホームページで公開する。 

 

６ 資格の確認に関する事項 

この入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書（別紙様式１）に必要書類を添え 

て次のとおり提出し、この入札に係る業務に関し本学の審査を受け、資格の確認を受けなければ

ならない。 

（１）申請書の提出期限 

   平成３１年３月１５日（金）１５時 

（２）提出方法 

持参または郵送すること（郵送の場合は提出期限必着とする。）。 

（３）提出先 

   ５（１）と同様とする。 

 

７ 技術の審査に関する事項 

（１）この入札に参加しようとする者は、必要書類を提出し、この入札に係る業務に関し技術の 

審査を受け、資格の確認を受けなければならない。 

ア 提出期限 

  平成３１年３月１１日（月）１５時（郵送の場合は提出期限必着とする。）。 

イ 提出方法 

下記７（３）に記載されている保険仲立人まで持参または郵送すること。郵送の場合は、

配達証明書付郵便書留とすること。 

  なお、電子メールによる提出は認めない。 

ウ 提出書類 

    仕様内容を履行できる約款・特約条項等、担保内容がわかる資料を提出すること。資料

には、適用する約款・特約条項等の全てをラインマーカーで明示し、付箋を附すること。 

  エ 提出部数 

    ２部 

（２）この入札に参加しようとする者が提出した約款・特約条項等が仕様書の条件に適合しない 

場合には、その者は入札に参加させないものとする。 

（３）保険仲立人 

   本件における保険契約手続については、保険業法（平成７年６月７日法律第１０５号）第 

  ２７５条に規定される保険契約の媒介として、同法第２８６条以降に規定されている保険仲 

立人を指名している。 

   （保険仲立人） 

〒５４１－００４３ 

大阪府大阪市中央区高麗橋４－１－１ 興銀ビル 

共立インシュアランス・ブローカーズ株式会社 

 

８ 資格確認審査の結果の通知および審査の結果に対する質問書の提出方法等 

  資格確認審査の結果は、書面により通知する。 

  審査の結果、入札に参加が認められなかった者は、審査の結果に対する質問書（様式は任意と

する）を提出することにより、その理由について説明を求めることができる。 

（１）提出期限 

平成３１年３月１８日（月）１７時 

 （２）提出方法 

持参または郵送すること（郵送の場合は提出期限必着とする。）。 

 （３）提出先 
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５（１）と同様とする。 

 

９ 入札書の提出方法、入札および開札の場所および日時 

（１）入札書（別紙様式２）の提出方法 

    持参または郵送すること（郵送の場合は提出期限必着とする。）。 

（２）入札書を郵送する場合は次のとおりとする。 

ア 提出期間 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成３１年３月２０日（水）１７時      

イ 提出先 

５（１）と同様とする。 

ウ 提出方法 

     郵送により提出する場合は、その旨事前に上記５（１）で定める提出先まで連絡するこ

ととし、郵送方法は配達証明書付郵便書留によること。 

   エ 提出方法 

     入札書は二重封筒とし、入札書を中封筒に入れて密封の上、当該中封筒の封皮には氏名

（法人の場合はその名称または商号）を朱書し、外封筒の封皮には「３月  日開札〔損

害保険料（財産保険除く） 一式〕の入札書在中」と朱書すること。 

（３）入札および開札の場所および日時 

   ア 場所 

         公立大学法人福井県立大学図書館棟会議室 

    イ 日時 

      平成３１年３月２２日（金）１０時１５分 

 

１０ 入札説明書等に関する質問書の提出期限および提出方法等 

入札説明書等に関する質問がある場合は、入札説明書等に関する質問書兼回答書（別紙様式３）

を次のとおり提出すること。 

（１）提出期限 

平成３１年３月８日（金）１２時 

（２）提出方法および提出先 

 電子メールにて、上記７（３）に定める本件の保険仲立人あてに送信すること。 

（３）回答 

   質問に対する回答は、質問者に対して電子メールにより速やかに行うものとする。ただし、

質問および回答の内容により入札参加資格確認申請書を提出した全ての者に公開する場合が

ある。 

（４）入札説明書等に係らない事項についての質問 

  入札説明書等に係らない事項についての質問は、平成３１年３月２０日（水）１５時まで

とし、電話によるものも認める。（担当：財務企画課 前田） 

 

１１ 入札保証金に関する事項 

（１）入札保証金の免除 

   入札参加者が、次の場合に該当する場合は、入札保証金の納付を免除する。 

ア 入札参加者が、保険会社との間に本学を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、当

該保険証券を提出したとき。 

イ 事務細則に基づき競争入札参加の資格を有する者について、その者が契約を締結しない

こととなる恐れがないと認められるとき。 

（２）入札保証金の納付 

    前号の規定による入札保証金の納付免除に該当しない入札参加者は、見積もった金額に対

する１００分の５以上の入札保証金を、平成３１年３月２２日（金）８時４０分から８時５
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０分までに、本学財務企画課に納入しなければならない。 

なお、落札しなかった者の入札保証金は、落札決定後、即日還付する。 

（３）入札保証金を納付する場合、納付に代えて提供できる担保 

ア 国債、地方債 

イ 鉄道債券、首都高速道路債券、公営企業債券、道路債券、北海道東北開発債券、電源開

発株式会社債券、阪神高速道路債券 

ウ 銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、

農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産協同組合、塩業組

合、その他貯金の受入れを行なう組合が振出しまたは支払保証をした小切手 

エ 日本銀行担保、適格社債（公募社債） （例 鉄道債、電力債等の事業債） 

なお、以上に掲げた担保の価値は、国債および地方債については額面金額、小切手につ

いては小切手額、その他のものについては市場価格（当該入札日前１週間程度における価

格とし、その判定は、東京株式の取引価格とする。）の８割に相当する金額とする。 

 

１２ 契約保証金に関する事項  

 （１）契約保証金の免除 

  落札者が、次の場合に該当する場合は、契約保証金の全部または一部の納付が免除される。 

ア 落札者が、保険会社との間に本学を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該保

険証券を提供したとき。 

イ 過去２年間に国、地方公共団体、県の公社と種類および規模をほぼ同じくする契約を数

回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないことと

なるおそれがないと認められるとき。 

（２）前号の規定による契約保証金の納付免除に該当しない落札者は、落札額に対する１００分

の１０以上の契約保証金を、平成３１年３月２９日（金）１２時までに、本学財務企画課に

納入しなければならない。 

（３）契約保証金を納付する場合、納付に代えて提供できる担保 

ア 国債、地方債 

イ 鉄道債券、首都高速道路債券、公営企業債券、道路債券、北海道東北開発債券、電源開

発株式会社債券、阪神高速道路債券 

ウ 銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、

農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産協同組合、塩業組

合、その他貯金の受入れを行なう組合が振出しまたは支払保証をした小切手 

エ 日本銀行担保、適格社債（公募社債） （例 鉄道債、電力債等の事業債） 

     なお、以上に掲げた担保の価値は、国債および地方債については額面金額、小切手につ

いては小切手額、その他のものについては市場価格（当該入札日前１週間程度における価

格とし、その判定は、東京株式の取引価格とする。）の８割に相当する金額とする。 

 

１３ 入札方法に関する事項 

（１）入札参加者は、入札公告およびこの入札説明書のほか、事務細則、同要領を熟読し、入札

心得を遵守の上、入札に参加しなければならない。 

（２）落札者の決定に当たっては、本件入札書に記載された金額をもって落札金額とするので、

入札参加者は見積もった契約希望金額を入札書に記載すること。 

（３）入札参加者は代理人をして入札させるときは、委任状（別紙様式４）を提出しなければな

らない。 

（４）開札は、入札参加者またはその代理人を立ち会わせて行う。 

（５）入札回数は初回を合わせて２回を限度とする。 

 

１４ 入札の無効 
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事務細則第２１条に定めるほか、申請書等を提出期限までに提出しなかった者、資格審査の

申請において虚偽の申請を行った者のした入札は無効とする。 

 

１５ 落札者の決定に関する事項 

（１）この入札に係る調達役務の予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

（２）前項の場合において、落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当該

入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する。 

（３）前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者または出席しない者があるとき 

は、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせて落札者を決定する。 

 

１６  契約書作成の要否 

   契約締結に当たっては、契約書を作成しないものとする。 

 

１７ その他 

（１）この入札において、最低制限価格は設定しない。 

（２）当該競争入札の落札決定の効果は平成３１年度予算発効時において生ずる。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

  ア 受注者は、福井県暴力団排除条例（平成２２年福井県条例第３１号）第５条第２項の規

定の趣旨にのっとり、暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者に

よる不当介入を受けたときは、速やかに所轄の警察署に届出を行うとともに、捜査上必要

な協力を行うこと。 

   イ アにより、警察署に届け出たときは、その旨を速やかに本学に報告すること。 

（４）この入札における改元後の日付については、新元号の当該日付に読み替えるものとする。 


